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i) 加盟店との接点＿オペレーション・フィールド・カウンセラー
(OFC)の活動
OFCは加盟店と本部のパイプ役として， 加盟店への適切なコンサルティ
ングやアドバイスを行なうため，加盟店の硯場と日常的に接触している第一
線の要員であり，情報機器からは収集できない生身の情報を常に収集し，加
盟店のパワーをフルに発揮させ，繁昌と利益実現のためのキメ細かなバック
アップを行なうように努力する重要な役割を担っている，配送システム，情
報ネットワーク支援休制以外のセブン・イレプンの重要な人的フォロー・ア
ップ体制である。
OFCは普通1人7~8店の加盟店を専門的に担当し，各店に週2~3回
は顔を出し，オーナーや店員たちと話し合う（全社で約450人）， それらの
OFCを管理， 指導しているのがディストリクト・マネジャー (DM)であ
り， OFCの報告書のチェック・リストを通じて情況を把握する (54人），そ
の上にさらにゾーン・マネジャー (ZM)がいる (8人）。この他に加盟店の
開発担当のリクルート・フィールド・カウンセラー (RFC)もいる。
毎週，月曜日に DMを集め， 社長をはじめ経営管部，本部スクッフも出
席，前の週に各ディストリックトで起きた諸々の問題やオーナーの意見，要
望が討議され，会議は終日行なわれる。
このマネジャー会議につづき，翌火曜日には OFCをも加えた約700人に
も達する大会議を東京芝公園にある本部で午前9時から午後5時まで（午後
の分科会を含めて）毎週必ず開かれる。飛行機代など交通費，宿泊代で年間
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5億円の予算を計上している。
DM会議， FC会議には，カネも時間も相当かかり，根のつまる仕事であ
るが，「情報を重視する。組織（会社）を運営するのは， 人間（社員）であ
り，組織の運営には正確な情報が必要である。情報を共有するためには，会
議を徹底して活用する。」「通り一逼の通達などでは，情報は伝わらない。情
報は，何段階も経ていくと正確ではなくなる。パイプを短かくしないと情報
は正確に伝わらない。フェイス・トゥ・フェイスで伝えれば，正確になる。」
というのが鈴木社長の経営哲学であり，方針である。
「同じ問題指摘でも，活字で見るより，目の前で机をたたき，大きな声を
出している臨場感の中で伝えられた方が，より本質的な理解ができるのであ
る。同じことは，現場の実態を本部ヘフィードバックすることについてもい
える。」
「日々の加盟店オーナーとの接触の中で，シスチムの不備に対する加盟店
からの不満や苦情を聞くことの多い FCからの， 本部への改善を求める声
も，一片の文書では隔靴掻痒になってしまう。無機質なコミュニケーション
手段では日々硯場で流す汗と涙は， 決して実感としては伝わりはしない。
『コミュニケーションはナマほどよい』のである。情のない報せは，情報と
しては不完全なのである。」
「いかにコストと労力がかかろうが，これだけは絶対にやめる気はないと
断言する。それどころか彼は，親会社のイトーヨーカ堂の改革にあたって，
セブン・イレプンに範をとり，全店長を本部に週一回招集する会議を新たに
設定したのである。」
わが国民間企業としては最も進歩した情報ネットワーク システムを持
ち，全国の加盟店の硯状が本部としてはリアルクイムに入手把握できる状況
にあり，メーカー，ペンダー等とのコミュニケーションも十分であるにもか
かわらず，組織末端の人間を全員毎週本部に招集してコミュニケーションを
はかるという点は，鈴木社長の完壁主義でもあるが，時間の経過と，規模の
拡大とともに，創業の理念が希薄となり，末端までトップの考え方が徹底し
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にくなって，現場が企業の基本方針と相反したり，また現場の実態を本部に
は見えなくなり，悪しき官僚主義がはびこり，組織が急速な風化していくこ
(1) 
とを阻止するためである。
j) システムの創造的破壊ーーアン・ラー＝ングの思想
最初から一貫してコンビニエンス・ストアは， 「変化対応産業である」と
いう隠識を持ち，常に「過去の経験から離れて，常に変化している現在のあ
るべき姿を追求するというアン・ラーニングの思想を貫徹」すべく， 「絶え
ざるイノベーションが必要」と考えている。
「変化に対応していくためには，構築したシステムをつねに破壊し，新た
なシステムを構築していくという絶え間のない現状打破の努力を求められ
る。」「破攘こそが新しいものの創造の母体である。」と社長も語っている。
フランチャイズ・チェーンの本部としての経営方針， 組織， 経営システ
ム，ますます増加する加盟店，ディストリクト事務所と数多くのペンダーを
オンライン・リアルクイムで結ぶ情報ネットワーク，小ロット，高頻度商品
の配送を可能にするドミナント・エリアに網の目のように密に張り巡らされ
た効率のよい物流ネットワーク，さらに膨大な商品供給力と販売力，および
計画発注をベースにおいて，ますます強力になるマーチャンダイジングカ，
広告宣伝といったすべてがいままで「変化対応」という原理原則に基づいて
構築されてきたが，これからも更に新たな構築を打ち出して行かなければな
(2) 
らない。
(1) 緒方知行著「セプン・イレブン流通戦略」 (1985TBSプリクニカ） pp.207~
223 
同上著「小売業これからこう変わる」 (1989講談社） pp.198~199
岩淵明男著「セプン・イレブン システム流通革命」 (1987オー エス出版社）
pp.120~125 
小倉正男著「イトーヨーカ堂グループの秘密」 (1988こう書房） pp.147~155
塩沢茂著「セプン・イレプンオーナー懇親会」 (1988講談社） pp.161~199
(2) 岩淵明男著同上 pp.96~103, 214~238 
緒方知行著同上 (1985)pp. 225~250 
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新しい動きについては以下セプン・イレブン提供資料にもとづいて記して
いく。
「日常生活の便宜性の提供という視点から，物販面の強化に加えて積極的
なニューサービスヘの取り組みも始まりつつある。既に定着した宅配サービ
ス， DPE・コピーサービスに加えビデオレンクルやファーストフードコーナ
ーの設置，書籍・雑誌の拡充等の複合店舗化，プラスワン化の摸索や，公共
料金代理受領サービス・予約商品取り扱い・チケット予約サービス・各種取
次サービス等，様々なサービスメニューの開発が進められている。」
また「CATV・ビデオテックス・通信衛星・パソコンネット等の出硯で，
これらのニューメディアを商業活動に如何に有効活用するかが課題」とな
り，そして「新たなサービス形態として統合型の情報・ニュービジネス ネ
ットワークの開発が考えられ，デークペースサービス・ショッピング・チケ
ット・切符の予約・各種情報サービスの提供が幅広く行われるであろう。」
さらに「コンシューマー ネットワークによる様々なネットワークヘのアク
セスが可能となる日も遠からぬことと思われる。これらのネットワークはま
た，金融・クレジット・メーカー等のネットワークと相互接続することにな
る。」
「こうした流れの中でコンビニエンスストアのコンセプトも商品提供のコ
ンビニエンスから，情報・サービス提供のコンピニエンスヘと大きく拡大し
て行くであろう。コンビニエンスストアの地域密着型の特性を活かして，他
と差別化の図れるサービスの提供を如何に行うかが大きな課題となる日も近
(3) 
いものと思われる。」
硯実の動きとしては，双方向 POSレジスクーを活用して，予約販売とい
う新分野に進出した。各種の特製仕出し弁当，サンドイッチセット，寿司盛
合せ，オードプルセットなど， 1個からパーティや行楽，冠婚葬祭，地域の
行事用の多数まで予約を受けて，指定日時に渡す。そのほか季節商品，母の
(3) セプン・イレプン提供資料「業態環境とネットワーク化の硯状」
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日のフラワーギフト，バレンクインデー，ホワイトデー，クリスマス等の予
約商品に拡大している。
昭和62年10月から東京電力， 63年3月から東京ガスの料金収納事務取り扱
いを開始（前者は13万件．後者は7万7,000件） （図25参照）， 利用者の約7
（万件）
(4) 
図25 セブンーイレブンでの電気料金月別収納状況
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割は夜間や日曜，祭日を利用しており，主婦層など新しい顧客獲得にも効力
を発揮している。保険業界では第一生命が2月から払込みを， NHKの受信
(5) 
料支払い受付を 6月から開始した。
またオリジナル・デザインのテレホンカードの独自の自動販売機を開発
し，カードの販売情報と在庫管理が POSレジスクーと直結して出来るよう
になっている。
富士ゼロックス流通と業務提携し，本部ー加盟店間の帳票類，販売促進用
品などを専門に集荷・配送する企業内情報物専用集配システムを構築し， 2 
(6) 
月から業務開始した。企業内に専用の郵便局を設けるのと同じ効果がある。
(4)「CVSの情報力」（実業の日本 1989.3.15)P.13 
(5) 日本経済新聞 1988.11.22;1989.6.5 
(6) 日本経済新聞 1989.1.28
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(7) 
8 ファルマ
消費者ニーズや市場環境の変化がはげしく，それに対応する企業のあり方
が問われる現在， （特に消費財を中心として考えた場合）企業はその状況を
いかに迅速，正確に把握し，それにもとづいて対応する必要を感じ行動する
かにある。その場合，その変化を示す情報を入手する問題にかかってくる。
そしてその情報は細部の末端において発生する情報（川下情報）であり，決
して川上情報でないことが明確になってきた。ただその川下情報（儲かる情
報）をいかに把握するかについては努力が必要である。自然に集まるもので
はない。何らかのオーガナイジング機能が当然必要である。
いままで検討してきたように， 「花王」の場合， メーカー主導による川下
情報の収集活動， 「プラネット」の場合， メーカー同士の協力による活動，
「セプン・イレプン・ジャパン」の場合，各フランチャイズ・チェーンの情
報を本部の努力による収集活動により相当の成果をあげつつある。
それに対してここで取り上げる「ファルマ」は， 「情報をもっている側が
その主権者であるべきだ」という発想を基本におき， 「貴重な情報の発信振
である中小小売り」の人々が「情報活用の主役」となるため， 「チェーン店
同士のヨコの連絡を活性化」させれば，「システムを下からつくりあげ」「周
辺部からつくりあげていく方法」をとれば，金があり，パワーのある中心部
（メー カー ， 卸問屋）に対し， 強い力を持ちうるということでポランタリ
ー・チェーンを作り出した。 そのために「情報」にボイントを置く， 「商品..... 
を買わないシステム」，「情報を扱うシステム」に切り替えて行く発想の転換
「逆転の発想」が大きな出発点であった。
「ファルマが注目したのは，零細小売店しかもっていない情報，つまり，
(7) 松田康之著「情報武装革命」 (1987オフィス2020)
阪彰敏稿「‘‘移り香”のネットワーク」ビジネス レピュー Vol.133, No. 2) 
片方善治監修「VAN総覧」（フジ・テクノシステム）
田村正紀・石原武政著「流通と販売の組織ー一日本の組織8」(1989第一法規）
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末端で顧客との対話から入ってくる一店ー店の独自の情報である。たとえと
るにたらないとおもえるような情報であっても，ポランクリー・チェーン本
部がエディットすることで，高付加価値を帯びた情報，知識として再生させ
ることができる。こうして再生した情報を加盟店の共有財産として活用して
いけば，個々の加盟店の経営に厚みができ，小さな薬店を活性化することが
(8) 
できると考えた。」
昭和47年，大阪薬科大学の学生や OB連による「理想を貫く会」のメンバ
ーが母体となって発足した「ファルマ」（第一号店は大阪府柏原市・東栄薬
局）は，最初は薬の低価格販売，薬局のボランタリー・チェーンによる共同
仕入れによる大量仕入れ，大量販売で，加盟店が14~15店になった段階で，
マネジメント不在による財務悪化，取り巻く外的環境の厳しさ（同業他社か
らの「安売り乱売」とみなす圧力）の“内憂外患”状況に至った。
その時の苦境の打破のための発想の転換が， ファルマ自身は商品を買わ
ず，債権・債務の契約は問屋と小売店間で結び，情報を軸にそれによって取
引のIJ滑化，店の販売効率の向上につとめる役割に徹するという方策であっ
た。
最初情報化への武器として採用されたのは，大型コンピュークではなくオ
フコン， 端末機は POSではなくカプラであうた（昭和52年当時， POSは
7,800万円もした）。「末端の明礁な消費状況でなくとも末端の消費状況に近．．．．． 
ければよい。」という考えで，「まずは情報化の第一段階，とりあえず情報を
集め，集めた情報をどう活用し，そこから経営効率を高めるための知恵をど
う生み出していくかに主眼を置いた，必要最低限のハード選び」であった。
“モノを買わない”と宣言しても，物流の取次機能はやらざるをえない。
物流を合理化すると同時にチェック システムを改善することを考えた。そ
の後種々の改良が行われ， ファルマ・インテリジェンス・デリパリー・シス
テム (PIDS)が実施されている。
(8) 田村・石原著前掲書・P.182
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ファルマの加盟店の端末から発注商品コードと数量が電話回線で送られて
きたものを本部集信装置に入力し，いったんフロッピーディスクに落した後
に本部のコンピュークに入力される。このデークを問屋別に分け，電話回線
を使って各問屋のコンピュークに入力する。このデークに基づいて，各問屋
が出庫する。
各問屋で各店別に出庫された商品を本部の配送車が梱包内容をチェックし
て回収し，本部で翌日配送Jレート別に仕分けして，各加盟店に配送する（図
26参照）。
次に本部に種々集まってくる生々しい日常の情報をどう活用していくかが
問題である。本部ス.....パーバイザーが，各加盟店を巡回し，情報提供し，経
営指導に活用し，本部マーチャンダイザーが各問屋のセールスに対して商品
(9) 
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(9) 江尻弘著「お客が見える流通システム」 (1988講談社） P.134
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構成の決定，マーケティング活動を行う。このようにして，加盟店，本部，
商屋の流通サイクルの中で活性化し， 各加盟店にフィードバックして有効
に利用するシステムをファルマ・インテリジェンス・サイクル・システム
(PICS)、と名付けている。
さらにエンドレステープにコンピュークで分析した“売れ筋情報”や‘‘死
に筋情報”を収録したものを加盟店が電話で聞くテレフォン・インテリジェ
ンス・サービス (TIS)がある。これらの情報は週2回更新され，全加盟店
はこれを利用することによって， 常に最新の情報を聞けるようになってい
る。これはその後ビデオ導入に進化している。映像システム •VIS （ビジュ
アル・インテリジェンス・システム）には，メーカーからの新製品情報，卸
店からの受注デークなどをもとに販売商品の案内•利用法や陳列の工夫など
をビデオ化した教育用「VIS．ウィークリー」と来店者に映像 (1週間に1
本， 30~50分のビデオ番組）でアピールすることで潜在的購買力を掘り起こ
(10), 
す販売用「店頭ビデオ・システム」の二種類がある。
つぎに「ファルマ」の特徴として述べなければならないものに， 「共同決
済口座」と「ワンデー・ペイメント システム」がある。
「共同決済口座」は， 「支払いは，現金100％であること」， 「返品はしな
ぃ」ことを前提条件とした上で，各加盟店が別々の問屋に対して行なう銀行
振込みの手数料 (1軒の小売店が40の問屋に対して支払う手数料40X800円
=32,000円，加盟店が200店とすると200X32,000円＝640万円が毎月かかる）
を，小売店が1カ所「共同決済口座」に（問屋40社に対して支払い金総合計
金額を）振り込めばよいシステムを作り，減額させる (1回の振り込みです
むから， 200店全部がこれを利用したとして， 200X800円＝16万円ですむ）。
ファルマは各問屋別に取引高を管理しているから，支払金額も完全に掌握し
ており， 各問屋は引落し料1件50円で共同決済口座から自動引落し出来る
(40X50円＝2,000円， 640万円の手数料が16万2,000円に低減される）。さら
(10) 日刊工業新聞 1988.8.10
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に， 15日締切り，月末振込み，それを 5日間手をつけずに寝かせておいて翌
月5日引落しとすると 5日間の金利で手数料を優に越える。
「ワンデー・ペイメント システム」は「ワンデー， つまり15日に締め
て， 16日に決済する支払方法をさす。」 15日に締めて 16日に支払う金を， フ
ァルマはT銀行から手形借入れする。これまで問屋は，締めて20日後に現金
100％受け取っていたのを，手形に裏判を捺せば短期プライムで調達できる。
T銀行からファルマが借り入れる手形は帳簿上の借入れで， 絶体手につけ
ず，銀行の管理下に置いたまま，パスス）レー問屋に落ちるようにする。ファ
ルマとしては，手形だけ発行すればいくらでもお金を回してやれる機関とな
る。
このシステムは，銀行にとっても問屋にとっても，加盟店はもちろんのこ
と，ファルマ本部にも大めなメリットをもたらした。
銀行にとってのメリットは，一つの口座に25日頃から月末にかけて金利の
いらない金が自動的に集まってくる。しかも安全な貸付けマーケットを苦も
なく拡張できる。引落し先が自行である場合には更に魅力がある。 （自行に
どれだけ資金が滞留するかが銀行にとっては重要な判断材料になるとある銀
行の部長は言う。ファルマが最初このシステムをはじめる場合のM銀行とT
銀行との関係，最近九州でのT銀行からM銀行への肩代り，当座貸付制の実
(11) 
施，金融 VAN構築を目指す方針が報じられている。）
問屋のメリットは納入代金を締切りの翌日に現金100％で入手できること，
新たな資金導入のパイプ，新たな与信を手に入れたことにある。
加盟店のメリットは，出店や店舗改装に際して短期も長期もプライムレー
トで，しかも無担保，無保証で借り入れできることである。ファルマのデー
タベースには，加盟店の売上げ，客数，資産内容，残高，経費に至るまで，
すべてのデータが入力されており，銀行にとって信頼できる情報である。フ
ァルマは保証人にはならないが，銀行は加盟店に対して安全かつ有利な貸付
(11) 日刊工業新聞 1988.11.3
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けを実現できる。
ファルマのメリットは， “情報の集約化”である。 ネットワークとコンビ
ュータが結合した新しいビジネスである。また資金を調達する機能，実質的
には1円も儲かっていないけれども，お金の流れを変えてしまうファンクシ
ョンをもつことができた。
ファルマのフランチャイズ チェーンにはそれらを結びつける種々の特色
ある機能が存在し， 「行動を通じてしか得られない価値ないし知識の共有に
よる自己統制」があるのであろう。ファルマの特色は，下からっくりあげら
れてきた「皆がよろこんで参加するような」，「草の根からの情報ネットワー
クの創造」である。
9 大手スーパー 4 社一~トーヨーカ堂
a) 高収益を確保する秘密
(12) 
第33巻第4号で「大手スーパー 4社，戦略的情報システムを相次ぎ展開」
を紹介したが (4社の比較についてはさらに別の機会に取り上げる予定），
その中でも「82年を境にイトーヨーカ堂の経営利益がぐんと伸び，他の 3社
を大きく引き離している（図5参照）。」「平均在庫日数が81年度には 25.5日
だったのが， 86年度には16.6日と 9日間も縮まっている（図6参照）。」 88年
2月期の経営利益750億円，使用総資本利益率7.1%（大手スーパー 7社乎均
2.5%），自己資本比率56% （同31%) と収益•財務指標はいずれも業界ナン
(13) 
バーワンの実力を誇る。
このような好業績を確保できる要因について， 伊藤雅俊社長は， 「業革と
銘打って82年2月から経営体質の強化策を進めてきた。その効果が浸透して
きたところに，個人消費拡大の追い風が吹いた。」今後も利益成長を続けて
いくための条件として，「これまで重視してきた ROI（投資効率）をいかに
(12) 日経コンピューク 1987.9.14号
(13) 日本経済新聞 1989.1.15
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高めていくかにかかっている。出店戦略をはじめ会社経営にあたってはすべ
(14) 
てこれを念頭に置いている。」と述べている。
ここで述べられた業革，すなわち業務改革委員会というプロジェクトにつ
いて検討することが，イトーヨーカ堂の最近の発展の様子のほとんどを知る
ことになると考える。
(15) 
b) 業務改革委員会
第一次石油ショック以降も，高度成長軌道を走り続けてきた流通業界も，
昭和50年代後半になると，様相ががらりと変わり，突如，大きな黒震“売れ
ない時代”に巻き込まれ，迷走をし始めた。
イトーヨーカ堂も58年2月期に初の減益決算となった。経営利益額は 223
億円（前期比9.3％減）であった。ただ，それがボトムであった。
このような状況のもと，昭和57年3月に業務改善委員会（後に業務改革委
員会に改名）というフ゜ロジェクト・チームを作った。毎週火曜日の午後1時
から 2時半まで，鈴木敏文管理本部長と森田兵三営業本部長（当時）をリー
ダーとして総勢約40名で開かれた。営業担当の役員，総括マネジャー（ゼネ
ラルマネジャー GM)，販売地区責任者（ゾーンマネジャー ZM) などビジ
ネスに直接にかかわる幹部クラスの面々， それに人事， 勤労， 情報システ
人物流，総務，企画，広報などのスクッフ部門の役員，部長クラスの幹部
層が構成メンバーである。
火曜日ごとの業務改革委員会のスクートに並行して，有名な全国店長会議
(16) 
（毎週月曜日）も行なわれるようになった。
業務改革のステップは
① ‘‘死に筋’'商品を徹底排除すること
(14) 日本経済新聞 同上
坂口義弘著「イトーヨーカ堂伊藤雅俊の帝王学」 (1984あっぷる）
(15) 田村正紀・石原武政著前掲書 pp.35~44
緒方知行著「イトーヨーカ堂の業務改革」 (1988オフィス2020)
(16) 小倉正男著「イトーヨーカ堂グループの秘密」 (1988こう書店） pp.14~26
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⑨ ‘‘売れ筋”商品の店頭への投入
⑧ POSを軸とした単品管理の徹底
④ 配送システムの統合・合理化
⑥ ‘‘売れ筋”商品の分析による各店舗の個性化
⑥ スクッフ部門の業務改善と営業部門へのサポート強化
⑦ 基礎固めを行なったうえで新規事業展開
特に期間を限らず，ステップどおりに進行することを目標に，また進行し
ているかどうかのチェックを頻繁に行なうことで， 「高収益」の確保を意図
しi翌
まづ最初の2年半は「死に筋商品を売り場から排除しよう」という点に絞
られた。商品をひとつひとつ取り上げ， 死に筋商品の基準をつくっていっ
た。 まったくの“手作業”であり， 途方もなく根気のいる仕事であった。
「売れない時代だからこそ，必死に，売れない商品を発見せよ」という‘‘逆
転の発想”である。
基準にもとづき早目に処分する。在庫が減る。在庫管理の人件費の削減，
金融収支の改善につながる。商品の回転率があがり， 粗利益率は改善され
る。
昭和59年の後半，新しい段階を迎えつつあった。死に筋と同様に，売れ筋
をつかむシステムをつくる必要があった。死に筋の排除で，売り上げが大幅
にあがらなくても，利益のとれる休質づくりは実現した。しかしそれだけで
は限界があり，売り上げが増えることはない。機会損失を発生させないため
には，売れ筋商品をつかまなければならない。死に筋商品のカットと売り上
げの拡大という表裏のごとく絡み合うテーマ，相矛盾する目標ではないが，
(18) 
同じプロセスでは実硯できない“二正面作戦”となった。
(17) 新谷 ー•藤井剛彦著「どうしてもイトーヨーカ堂に勝てないダイエーの研
究」 (1989エー ル出版社） pp.83~84
塩沢茂著「イトーヨーカ堂店長会議」 (1986講談社） P.198
緒方知行著前掲書 (1988)pp.19~24, 192~194 
(18) 小倉正男著前掲書 pp.32~39, 54~56 
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業務改革委員のメンバーに， POSの全店導入が告げられたのは59年の暮
れであった。しかし POSは“死に筋商品発見器”であることを強調した。
自社店舗の商品の売れた，売れなかったという情報は残るが，これが世の中
の売れ筋だ，という情報は出ない。売れ筋をキャッチするには，売り場で社
員たちが，お客の声やニーズを早くからつかまなければならない。硯場がそ
の情報を本部に素早く伝え，本部は問屋やメーカーの情報とともに分析，評
価し，変化への対応をしなければならない。
イトーヨーカ堂が， POSシステムを意識したのは単品管理にあった（ど
の商品が，どう売れたかを駆識する機械である）。単品管理を徹底するには，
どうしても問屋の協力が必要であった。 POS導入以前までは，業務改革は，
社内を中心とした運動であったが，導入後は，社外を含んだ運動に発展，拡
大をする必要があった。物流面の改革，問屋・メーカーとの関係の抜本的な
洗い直しに取り組み始めた。商品の未納率の改善，商品配送の小口化， 「窓
口問屋」制システムの導入であり，これらはすでにセプン・イレブン・ジャ
パンで経験ずみであり，応用すればよかった。商品供給はスムーズになり，
消費者の欲しい商品が，的確に，店にあうようになる。消費者の店舗に対す
(19) 
るロイヤリティが高まる。この制度についてはセプン・イレプンについて相
当詳細に述べたので省略する。
イトーヨーカ堂の高収益力の秘密は， その他にリース店舗による出店戦
略，二流立地への巧みな店舗出店戦略，衣料出身の量販店の強み等があげら
(20) 
れるが，ここでは POSシステムの概要について紹介する。
c) POSシステムの概要
イトーヨーカ堂の提供資料によると POSシステムの概要（図27参照）は
(21) 
次の通りである。
(19) 小倉正男著同上 pp.56~92
(20) 同上 pp.94~116
(21) 塩沢茂著前掲書 pp.gg,-,91 
イトーヨーカ堂提供資料（資料は情報システム部浜崎氏による）
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國27
34 号
(22) 
POSシステムの概要
巻 第
?
売場 バックルーム
?????ー
ご；1
伝票プリンクー
?????ー喜：――--~1
伝票プリンター
コント
ローラー
???
?????ー
磁気カード
~--伝票プリンター
(22) セブン・イレプン提供資料
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「約60万アイテムにのぼる全商品に JAN(Japan Article Number)コ
ードをつけ， そのバーコードをレジにとりつけられたスキャナーで読みと
り，その場での価格や数量の入カ・計算を自動的に行なうとともに，商品販
売情報をコントローラー（ミニコンピューク）に送る。そこで収集されるデ
ークは秒単位の販売時間，商品，価格，数量など，単品管理に役立つ情報の
収集を主眼にしている。このシステムで，とくに工夫されているのは約60万
アイテムもの単品から発生する情報をいかにコントロールするかという点
だ。
そのため，イトーヨーカ堂は NCRと共同でダイナミックローテーション
方式と呼ばれる三階層システムを構築したのである。おかげで，各売場の親
POSがその売場の各レジ（子 POS)を管理し，各親 POSをコントローラ
ーが管理でき，単品情報を蓄積する三階層のマスクーファイルのメインテナ
ンスの自動制御化も可能になったというわけだ。また安全性，信頼性の面で
も万全を期し三重バックアップシステムを整え，これも独自のもの，と強調
できる。子 POS,親 POS, コントローラーのどのレペルに万が一事故が起
きても，レジの機能がストップしてお客に迷惑がかからないようフォロー休
制が敷かれている。
各店舗の POSで収集された情報は，各店ごとに蓄積され，必要な情報は
即刻アウトプットされるとともに，ォンラインで本部に送られ，本部でさら
に詳細な情報の加工分析が行なわれて店にフィードバックされてくる。アウ
トプットされる情報は，単品別，時間帯別の販売情報，また売れ行きの ABC
分析，商品構成やそのクイミング，人員配置など効率のよい売場づくりの指
標となる情報も，極めて短時間にまとめられ，いつでも呼ぴ出せる。」
「POSシステムのソフトやハードの充実， デークを次の販売戦略に結ぴ
つける姿勢といった意識面の充実だけでは，システムの有効利用や情報精度
の確保は不十分。発注~納品一→陳列といった流れが完全に機能する必要
があるとの考えから，その仕組みの確立も業革の重要なボイントとして，店
長会議やゾーン会議の検討課題に組みこむこともいとわなかった。
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その結果，まず発注~取引先の問屋や
メーカーにも協力させて発注のコンピューク化を実現させた。おかげで，コ
ンピューク発注率をほぼ100彩にすることができた。これは PETと呼ばれ
るハンディーな発注端末機に売場の状態を確隠しながら発注デークを入れる
と，自動的に店舗のオペレーションサボートシステム (TOSS)に蓄積され，
本部に伝送される仕組みになっている。本部は全店からの情報の集計が終っ
た段階で問屋やメーカー，流通センクーにそれを伝送するが，これも自動的
である。かくて発注のスピードアップは硯実のものとなり，翌日納品，未・
(23). 
遅納解消の体制もほぼ整えられたといえるまでになる。」
発注情報のやりとりだけではなく，仕入れ情報や人事情報など店舗の運営
に欠かせない情報の収集・蓄積にも活用する総合的な店舗情報システムに作
り上げ，全部門が日単位，時間単位のニーズの変化に応じて動ける休制を構
(24) 
築しようと意図している。
これらにより，消費者に最も近い売り場担当者がきめ細かな商品仕入れを
(25) 
できるようになり， 売り場の活性化につながった。 POSシステムの導入，
稼動でこれからの市場変化に適した新しい小売業のあり方に向って，新たな
一歩を踏み出したといえる。
(23) 塩沢茂著同上 pp.94~95
イトーヨーカ堂提供資料
(24) 塩沢茂著同上 P.95
(25) 朝日新聞 1988.11.16
（つづく）
